
令 和 ５ 年 度

福井県歳入歳出決算の概要



　　　　　項　　　　目 頁

１ 一般会計歳入歳出決算収支について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１～２

２ 一般会計歳入決算の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３～７

〔 　県税決算について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５～７ 〕

３ 一般会計歳出（目的別）決算の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８～９

４ 一般会計歳出（性質別）決算の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０～１１

５ 特別会計歳入歳出決算収支について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

６ 本県の財政状況について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３～１４



１　一般会計歳入歳出決算収支について

　令和５年度の一般会計歳入決算額は、５，６２７億６，２５６万円となり、前年度に比べ１６５億４，２０９万円、２．９％の減、歳出決算額は、

５，４８１億５，６７７万円となり、前年度に比べ１３７億４，９３４万円、２．４％の減となった。

　これは、歳入では、新型コロナウイルス感染症対策関連事業の財源となる国庫支出金の減少、歳出では新型コロナウイルス感染症対策

関連事業の減少が主な減少要因である。

　歳入歳出の差引額である形式収支から翌年度に繰越すべき財源を控除した実質収支は６３億３，６０２万円の黒字で、前年度に比べて

２３億６，１６６万円の減となった。

（決算収支）

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

ａ　　　　　（千円） ｂ　　　　　（千円） ｃ=ａ-ｂ       （千円） ｃ/ｂ*100　　　（％）

562,762,558 579,304,650 △ 16,542,092 △ 2.9

548,156,769 561,906,104 △ 13,749,335 △ 2.4

14,605,789 17,398,546 △ 2,792,757 △ 16.1

 翌年度へ繰越すべき財源　④ 8,269,767 8,700,867 △ 431,100 △ 5.0

6,336,022 8,697,679 △ 2,361,657 △ 27.2

 形　 式　 収　 支　③（①－②）

 実　 質　 収　 支  ⑤（③－④）

令　和　５　年　度　　　福　井　県　歳　入　歳　出　決　算　に　つ　い　て

区　　　　　　　分

対前年度比

 歳　　入　　決　　算　　額　　①

 歳　　出　　決　　算　　額　　②
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２　一般会計歳入決算の状況

(1)   前年度と比べると国庫支出金等が減少したことにより、全体として２．９％の減となった。
　　

(2)

　普通交付税の増加により、約２６億円の増となった。

　新型コロナウイルス感染症対策の交付金の減少等により、約３３７億円の減となった。

　特別経済産業団地整備基金廃止に伴い、基金残高を繰り入れたことにより約６８億円の増となった。

　並行在来線区間のＪＲからの鉄道資産取得に伴い、新たに県債発行したことにより約５７億円の増となった。

（歳入決算額） （歳入款別決算比較）

増　減　額 款　　　別 決　算　額 決　算　額 増　減　額

ａ　　（千円） ｂ　　（千円） ｃ＝ａ－ｂ（千円） ａ　　（千円） ｂ　　（千円） ｃ＝ａ－ｂ（千円）

633,729,772 664,538,969 △ 30,809,197 △ 4.6 県　　税 133,992,098 23.8 134,158,864 23.2 △ 166,766 △ 0.1

573,528,131 589,554,237 △ 16,026,106 △ 2.7 地方消費税清算金 38,299,750 6.8 38,537,394 6.6 △ 237,644 △ 0.6

562,762,558 579,304,650 △ 16,542,092 △ 2.9 地方譲与税 16,186,282 2.9 16,119,949 2.8 66,333 0.4

86,368 111,437 △ 25,069 △ 22.5 地方特例交付金 484,730 0.1 496,073 0.1 △ 11,343 △ 2.3

10,679,205 10,138,150 541,055 5.3 地方交付税 143,285,149 25.5 140,703,807 24.3 2,581,342 1.8

　Ｃ/Ａ 88.8 87.2 － － 交通安全対策特別交付金 140,425 0.0 155,389 0.0 △ 14,964 △ 9.6

　Ｃ/Ｂ 98.1 98.3 － － 分担金および負担金 2,721,150 0.5 3,036,098 0.5 △ 314,948 △ 10.4

使用料および手数料 5,357,923 1.0 5,065,912 0.9 292,011 5.8

国庫支出金 85,582,278 15.2 119,326,966 20.6 △ 33,744,688 △ 28.3

財産収入 1,157,626 0.2 1,045,987 0.2 111,639 10.7

寄　附　金 268,519 0.0 152,371 0.0 116,148 76.2

繰　入　金 11,471,060 2.0 4,706,443 0.8 6,764,617 143.7

繰　越　金 17,398,546 3.1 14,086,623 2.4 3,311,923 23.5

諸　収　入 36,553,022 6.5 37,586,774 6.5 △ 1,033,752 △ 2.8

県　　債 69,864,000 12.4 64,126,000 11.1 5,738,000 8.9

歳　入　合　計 562,762,558 100.0 579,304,650 100.0 △ 16,542,092 △ 2.9

収入未済額　　Ｂ-Ｃ-Ｄ

収入率

決算額
構成比
（％）

増減率
ｃ/ｂ*100
（％）

予算現額　　　 Ａ

調定額　　　　　Ｂ

収入済額　　　 Ｃ

不納欠損額　　Ｄ

　前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。

区　　　分
令和５年度 令和４年度

対前年度比 令  和  ５  年  度 令  和  ４  年  度 対　前　年　度　比

増減率
ｃ/ｂ*100

（％）

決算額
構成比
（％）

　地方交付税   　　 …

　国庫支出金   　　 …

　繰　入　金   　　　 …

　県　　　債 　  　    …
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〔県税決算について〕

(1) 令和５年度の県税収入については、約１，３４０億円となり、前年度に比べ約２億円、０．１％の減となった。

　法人二税　　…　非製造業の収益の増加等により、前年度に比べ約１０億円、２．８％の増となった。

　地方消費税　…　資源高の一服による輸入額の減少等により、前年度に比べ約１８億円、６．５％の減となった。

　　　　　　　　　　

(2) 令和５年度の県税収入率については、過去最高の９９．３％となり、前年度に比べ０．１ポイントの増となった。

　個人県民税について、市町と連携した福井県地方税滞納整理機構による共同徴収等により、９７．８％となり、

前年度に比べ０．２ポイントの増となった。
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（税目別調定収入状況）
(単位：百万円)

区　分 調 定 状 況 収 入 状 況

構成比 構成比 収入率

税　目 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度

a b a-b a/b c d c-d c/d c/a d/b

個 人 県 民 税 31,566 30,467 1,099 103.6% 23.4% 22.5% 30,872 29,747 1,125 103.8% 23.0% 22.2% 97.8% 97.6%

法 人 県 民 税 2,504 2,731 △227 91.7% 1.9% 2.0% 2,491 2,712 △221 91.8% 1.9% 2.0% 99.4% 99.3%

県 民 税 利 子 割 64 77 △13 83.0% 0.0% 0.1% 64 77 △13 83.0% 0.0% 0.1% 100.0% 100.0%

個 人 事 業 税 1,258 1,219 39 103.1% 0.9% 0.9% 1,218 1,184 34 102.9% 0.9% 0.9% 96.9% 97.1%

法 人 事 業 税 36,085 34,866 1,219 103.5% 26.7% 25.8% 36,017 34,758 1,259 103.6% 26.9% 25.9% 99.8% 99.7%

地 方 消 費 税 25,859 27,670 △1,811 93.5% 19.2% 20.5% 25,859 27,670 △1,811 93.5% 19.3% 20.6% 100.0% 100.0%

不 動 産 取 得 税 1,912 2,283 △371 83.7% 1.4% 1.7% 1,903 2,257 △354 84.3% 1.4% 1.7% 99.5% 98.8%

県 た ば こ 税 879 892 △13 98.6% 0.7% 0.7% 879 892 △13 98.6% 0.7% 0.7% 100.0% 100.0%

ゴルフ場利用税 223 242 △19 92.1% 0.2% 0.1% 223 242 △19 92.1% 0.2% 0.1% 100.0% 100.0%

軽 油 引 取 税 7,169 7,506 △337 95.5% 5.3% 5.6% 7,075 7,469 △394 94.7% 5.3% 5.6% 98.7% 99.5%

自 動 車 税 12,957 12,958 △1 100.0% 9.6% 9.6% 12,894 12,888 6 100.0% 9.6% 9.6% 99.5% 99.5%

核 燃 料 税 14,436 14,247 189 101.3% 10.7% 10.5% 14,436 14,247 189 101.3% 10.8% 10.6% 100.0% 100.0%

その他の税目※ 61 16 45 387.5% 0.0% 0.0% 61 16 45 387.5% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

県 税 計 134,973 135,174 △201 99.9% 100.0% 100.0% 133,992 134,159 △167 99.9% 100.0% 100.0% 99.3% 99.2%

※その他の税目：鉱区税、狩猟税、自動車取得税の合計

再掲:法人二税 38,589 37,597 992 102.6% 28.6% 27.8% 38,508 37,470 1,038 102.8% 28.8% 27.9% 99.8% 99.7%

増減額 対前年度比令和５年度 令和４年度 増減額 対前年度比 令和５年度 令和４年度
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（県税収入額の構成比および過去の推移）

で前年度に比べ０．４ポイントの増となった。
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（主な増減税目と要因）

・法人二税 … ＋２.８％、約 １０億円の増収（非製造業の収益の増加等）
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３　一般会計歳出（目的別）決算の状況

(1) 　前年度と比べると、衛生費、商工費、公債費等が減少したことにより、全体として２．４％の減となった。
　

(2) 　前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。

　新型コロナウイルス感染症対策関連事業の減少等により、約１４３億円の減となった。

　コロナ対策として実施した中小企業者等事業継続支援金の終了等により、約６８億円の減となった。

　退職手当費の減少等により、約２３億円の減となった。

　令和４年８月大雨にかかる災害復旧の増加により、約３９億円の増となった。

　県債の償還額の減少により、約７８億円の減となった。

（歳出決算額） （歳出目的別決算比較）

増　減　額 目　的　別 決　算　額 決　算　額 増　減　額

ａ　　（千円） ｂ　　（千円）
ｃ＝ａ－ｂ　（千

円）
ａ　　（千円） ｂ　　（千円） ｃ＝ａ－ｂ （千円）

633,729,772 664,538,969 △ 30,809,197 △ 4.6 議　会　費 950,242 0.2 937,404 0.2 12,838 1.4

548,156,769 561,906,104 △ 13,749,335 △ 2.4 総　務　費 54,341,565 9.9 45,954,105 8.2 8,387,460 18.3

　継続費逓次繰越 3,374,600 1,431,209 1,943,391 135.8 民　生　費 55,992,684 10.2 51,267,272 9.1 4,725,412 9.2

　繰越明許費 62,805,578 74,427,572 △ 11,621,994 △ 15.6 衛　生　費 28,132,871 5.1 42,472,828 7.6 △ 14,339,957 △ 33.8

　事故繰越 3,308,614 1,325,348 1,983,266 149.6 労　働　費 1,498,539 0.3 1,305,864 0.2 192,675 14.8

  　小　　計 69,488,792 77,184,129 △ 7,695,337 △ 10.0 農林水産費 33,726,299 6.2 33,254,580 5.9 471,719 1.4

16,084,211 25,448,736 △ 9,364,525 △ 36.8 商　工　費 51,409,704 9.4 58,161,136 10.3 △ 6,751,432 △ 11.6

86.4 84.6 － － 土　木　費 77,354,600 14.1 77,832,948 13.8 △ 478,348 △ 0.6

警　察　費 24,405,131 4.4 22,674,006 4.0 1,731,125 7.6

教　育　費 95,886,665 17.5 98,220,122 17.5 △ 2,333,457 △ 2.4

災害復旧費 8,901,897 1.6 4,982,188 0.9 3,919,709 78.7

公　債　費 65,628,680 12.0 73,386,373 13.1 △ 7,757,693 △ 10.6

諸 支 出 金 49,927,892 9.1 51,457,278 9.2 △ 1,529,386 △ 3.0

歳 出 合 計 548,156,769 100.0 561,906,104 100.0 △ 13,749,335 △ 2.4

衛　生　費　…

商　工　費　…

教　育　費　…

災害復旧費　…

公　債　費　…

支出済額　　　 B

繰
越
額
C

不用額　　　A-B-C

執行率　　　　　B/A

対　前　年　度　比

増減率
ｃ/ｂ*100

（％）

決算額
構成比
（％）

決算額
構成比
（％）

増減率
ｃ/ｂ*100
（％）

予算現額　　　 A

区　　　分
令和５年度 令和４年度

対前年度比 令　和　５　年　度 令　和　４　年　度
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グラフ開始年度

446 544
311 363 431 400 432 384 473 493 428 415 475 460 543
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567 576
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154 151

147
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333 337
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557
650
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728
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778

774
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869

950 979 977 949 930 901

947
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726 780

952

881
896

830 839 772 797
731 739

817

893

734
656

451 449

462

468
476

507
645 593 615

644 620

661

730

800
842

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 (年度)

一般会計歳出（目的別）決算の構成比および年次推移

教 育 費

土 木 費

農林水産費

公 債 費

商 工 費

労 働 費

※（ ）内は構成比

そ の 他

民 生 費

衛 生 費

総 務 費

○一般会計歳出決算は5,482億円となり、前年度より約137億円、2.4％の減少

(7.8) (8.2) (9.9)(8.8) (10.8) (6.4) (7.9) (9.2) (8.8) (9.2) (8.3) (10.1) (10.8) (9.4)

(16.9) (16.8) (15.3)
(15.1) (12.7)

(14.1) (13.6) (13.4) (13.9) (13.9) (14.3)
(14.2) (14.4)

(14.1)

(9.7)

(12.5)
(9.7)

(11.2) (11.4)
(12.0) (9.2) (7.2)

(5.1) (4.5) (4.0)
(3.3)(3.3) (3.3)

(6.1)

(5.5)

(5.9)

(8.1) (7.3)
(7.5)

(7.6) (8.6)
(7.6) (7.5) (7.5) (6.9) (6.8) (8.0)

(13.7)

(12.9)

(14.1)(15.6)
(14.2)

(12.5)

(12.2) (13.8)
(14.3) (12.5) (15.0) (14.9) (14.2) (15.6)

(17.9)

(16.1)

(17.5)(17.9)
(19.2)

(18.6)

(19.9) (18.5) (20.9)
(20.9)

(21.2) (20.3) (20.4) (19.8)

(15.4)

(15.4)

(12.0)(14.3) (15.5)

(19.5)

(19.3)
(19.1)

(18.2) (17.9) (16.8) (17.1)
(16.0) (16.2)

(12.5)

(12.6)

(14.3)

(9.0) (8.9)
(9.4)

(10.3)
(10.2)

(11.2) (13.7) (12.9) (13.2)
(14.1) (13.6)

5,301

5,816

5,482

5,061 5,041 4,894

4,569
4,694

4,549
4,696

4,605 4,667 4,562 4,550

歳 出 の 推 移

(億円)

5,619

(15.3)

(8.2)

(16.7)

(10.5)

(13.8)

(17.5)

(13.1)

(6.2)

教 育 費

17.5%

土 木 費

14.1%

公 債 費

12.0%

民 生 費

10.2%

総 務 費

9.9%

商 工 費

9.4%

諸 支 出

金

9.1%

農林水産費

6.2%

衛 生 費

5.1%

警 察 費

4.4%

災害復旧費

1.6%
労 働 費

0.3%
議 会 費

0.2%

令和５年度

一般会計歳出決算構成比

歳出決算額

5,482億円

（100％）
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４　一般会計歳出（性質別）決算の状況

(1) 義務的経費
　県債の償還額の減少により公債費が減少し、全体で約１１６億円の減となった。

(2) 投資的経費

　並行在来線区間のＪＲからの鉄道資産取得等により、全体で約１４２億円の増となった。

(3) その他行政経費

　新型コロナウイルスへの感染症対策や中小企業者等事業継続支援金の減少等により、全体で１６３億円の減となった。

（歳出性質別決算比較）

決　算　額 決　算　額 増　減　額

ａ　　　　　（千円） ｂ　　　　　（千円） ｃ＝ａ－ｂ　　　（千円）

186,458,693 34.0 198,043,269 35.3 △ 11,584,576 △ 5.8

人　　件　　費 109,160,897 19.9 112,880,704 20.1 △ 3,719,807 △ 3.3

扶　　助　　費 11,909,217 2.2 12,028,109 2.1 △ 118,892 △ 1.0

公　　債　　費 65,388,579 11.9 73,134,456 13.1 △ 7,745,877 △ 10.6

139,656,502 25.4 125,483,631 22.3 14,172,871 11.3

補　助　事　業 60,801,426 11.1 62,616,439 11.1 △ 1,815,013 △ 2.9

単　独　事　業 52,867,216 9.6 39,787,179 7.1 13,080,037 32.9

国直轄事業負担金 16,817,849 3.1 17,542,368 3.1 △ 724,519 △ 4.1

受　託　事　業 211,033 0.0 422,423 0.1 △ 211,390 △ 50.0

災害復旧事業 8,958,978 1.6 5,115,222 0.9 3,843,756 75.1

222,041,574 40.6 238,379,204 42.4 △ 16,337,630 △ 6.9

物　　件　　費 28,246,453 5.1 29,136,942 5.2 △ 890,489 △ 3.1

維 持 補 修 費 6,123,256 1.1 6,406,625 1.1 △ 283,369 △ 4.4

補  助  費  等 129,659,401 23.7 151,000,800 26.9 △ 21,341,399 △ 14.1

貸付金・出資金 29,913,560 5.5 33,305,824 5.9 △ 3,392,264 △ 10.2

繰　　出　　金 10,781,988 2.0 11,343,233 2.0 △ 561,245 △ 4.9

積　　立　　金 17,316,916 3.2 7,185,780 1.3 10,131,136 141.0

548,156,769 100.0 561,906,104 100.0 △ 13,749,335 △ 2.4

令　和　５  年　度 令　和　４  年　度 対　前　年　度　比

性　　　質　　　別 決算額
構成比
（％）

決算額
構成比
（％）

増減率
ｃ/ｂ*100

（％）

　義　務　的　経　費

　投　資　的　経　費

　そ の 他 行 政 経 費

歳　出　合　計
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一般会計歳出（性質別）決算の構成比および年次推移

人件費

19.9%
扶助費

2.2%

公債費

11.9%

投資的経費

25.4%

その他

行政経費

40.6%

令和５年度一般会計歳出決算構成比

歳出決算額

5,482億円

（100.0%）

(24.1), 
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1,206
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(24.7), 

1,159
(25.2),
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1,164
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(20.1), 
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(19.9), 

1,092

(1.3)

67

(1.4)
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(1.5)
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(1.6),

74
(1.7)
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(1.8)

83

(1.8)

87
(2.0)

91
(2.0)

95

(2.1),

97
(2.2)

99

(1.9)

, 102
(1.9), 

109
(2.1), 

120

(2.2)

119

(14.3),

725

(15.5)

779

(19.3),

946
(19.2),

875
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(17.8),
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(17.0)
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(16.0)
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(16.2),
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(15.4), 
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(15.3)
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(13.1)

, 731
(11.9)

654

(22.7),

1,151

(20.9),

1,054

(19.4),

952 (19.6),

893

(21.4),

1,003

(23.6),

1,074

(22.4),

1,048
(24.4),

1,121

(24.5),

1,142
(23.8),

1,084

(24.4),

1,108

(21.9), 

1,161

(20.7), 

1,204 (22.3), 

1,255
(25.4),

1,397

(37.6),

1,900
(38.1),

1,919
(35.1),

1,716 (33.8),

1,550

(33.8),

1,593
(31.0),

1,413

(33.3),

1,567
(31.7),

1,464

(31.6),

1,474 (32.6),

1,489

(32.2),

1,467

(39.1), 

2,075

(42.9), 

2,495 (42.4), 

2,384
(40.6),

2,220

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5

5,301

(年度)

投資的経費

その他

行政経費

公 債 費

扶 助 費

人 件 費

歳 出 の 推 移
(億円)

4,605 4,667

5,061 5,041
4,894

4,569 4,549

※（ ）内は構成比

4,6964,694

・県債の償還額の減少により公債費が減少し、義務的経費が減少

・並行在来線区間のＪＲからの鉄道資産取得等により、投資的経費が増加

・新型コロナウイルス感染症対策や中小企業者等事業継続支援金の減少等により、他の行政経費が減少

4,562 4,550

5,816

5,4825,619

-11-



５　特別会計歳入歳出決算収支について

(1) 令和５年度の特別会計全体の歳入総額は１,８５８億８,４４８万円となり前年度に比べ８４億７,９０２万円、４．４％の減、

歳出総額は１,８４６億９５７万円となり前年度に比べ８１億７１１万円、４．２％の減となった。

(2) 前年度と比較して、増減額の大きいものは以下のとおりである。

　公債管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・県債の償還額の減少により、約５４億円の減となった。

　国民健康保険・・・・・・・・・・・・・・・・・・・財政安定化基金への積立額の減等により約２４億円の減となった。

　産業団地整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・新たな県営産業団地の整備を進める特別会計を設置したことに伴い、約０．６億円の

増となった。

　中小企業支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・高度化資金貸付金の新規貸し付けがあったため約７億円の増となった。

（会計別決算収支） （単位：千円，％）

５年度 ４年度 ５年度 ４年度

決算額 決算額 増減額 増減率 決算額 決算額 増減額 増減率

 公債管理 112,553,184 117,932,814 △ 5,379,630 △4.6 112,553,184 117,932,814 △ 5,379,630 △4.6 0

 用品等集中管理事業 298,310 293,371 4,939 1.7 275,351 265,332 10,019 3.8 22,959

 災害救助基金 47,408 49,713 △ 2,305 △4.6 25,645 49,713 △ 24,068 △48.4 21,763

 国民健康保険 64,835,123 67,491,257 △ 2,656,134 △3.9 64,217,083 66,577,105 △ 2,360,022 △3.5 618,040

 母子父子寡婦福祉資金貸付金 121,662 131,758 △ 10,096 △7.7 60,775 54,033 6,742 12.5 60,887

 県営産業団地整備事業 65,941 ― 65,941 ― 65,941 ― 65,941 ― 0

 中小企業支援資金貸付金 1,003,751 270,485 733,266 271.1 983,833 251,708 732,125 290.9 19,918

 沿岸漁業改善資金貸付金 105,485 164,566 △ 59,081 △35.9 16 62,022 △ 62,006 △100.0 105,469

 林業改善資金貸付金 83,172 129,407 △ 46,235 △35.7 8,325 57,169 △ 48,844 △85.4 74,847

 県有林事業 1,245,960 1,213,496 32,464 2.7 1,245,015 1,213,143 31,872 2.6 945

 用地先行取得事業 137,440 871,368 △ 733,928 △84.2 137,440 871,368 △ 733,928 △84.2 0

 駐車場整備事業 172,828 172,282 546 0.3 172,802 172,282 520 0.3 26

 港湾整備事業 3,427,126 3,532,210 △ 105,084 △3.0 3,427,126 3,532,210 △ 105,084 △3.0 0

 証紙 1,787,086 2,110,768 △ 323,682 △15.3 1,437,035 1,677,787 △ 240,752 △14.3 350,051

185,884,476 194,363,493 △ 8,479,019 △4.4 184,609,571 192,716,684 △ 8,107,115 △4.2 1,274,905合　　　計

会　計　名

歳入 歳出
歳入歳出
差引額

対前年度比 対前年度比
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６　本県の財政状況について

主な財政指標

　行革プラン目標値

　行革プラン目標値

　行革プラン目標値

　 標準財政規模に対する割合

　資金不足比率
－

(資金不足の会計なし）
－

(資金不足の会計なし）
各公営企業における資金の不足の程度を指標化し、経営の健全性の度合を示すもの

　県債残高

（100億円以上）

200%以下

11.7% 11.8%

153.8% 149.1%

8,057億円 7,972億円

（6,000億円未満）

県の借金に相当するもの
（ただし、臨時財政対策債については、後年度に全額交付税措置される）

財
政
健
全
化
法
に
よ
る
指
標

　実質赤字比率
－

(黒字)
－

(黒字)
一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合を示すもの

　連結実質赤字比率
－

(黒字)
－

(黒字)
全ての会計の赤字や黒字を合算し、県全体としての赤字の程度を指標化し、
団体の財政運営の度合を示すもの

令和５年度 令和４年度 財 政 指 標 の 説 明

借入金の返済額およびこれに準じる額（公営企業債繰出金等）の大きさを指標化し、
資金繰りの危険度を示すもの

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、決算における４つの指標と公営企業会計の資金不足比率を算定している。
　
　令和５年度決算においては、一般会計および特別会計で黒字となり、資金不足が生じている公営企業会計はないため、実質赤字比率・連結
実質赤字比率は、いずれも指標なし（黒字）である。実質公債費比率は０．１ポイント改善し１１．７％、将来負担比率は４.７ポイント悪
化し１５３．８％となっている。いずれの指標においても、法律に定められた早期健全化基準を下回っている。

　県債残高は、並行在来線区間のＪＲからの鉄道資産取得に伴う県債発行等により、前年度から８５億円増加し８，０５７億円となった。
　また、臨時財政対策債を除いた通常分の県債残高については、前年度より３０５億円増加し５，６５５億円となった。
　財政調整のための３基金の残高については１６３億円を確保しており、行財政改革アクションプランで設定している目標値はいずれも
達成している。

一般会計等の借入金や公社・三セクで将来支払っていく可能性のある負担等の現時点
での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもの

　実質公債費比率

　将来負担比率

　臨財債を除いた県債残高 5,655億円 5,350億円

　交付税措置分を除いた県債残高 3,435億円 3,266億円

県の貯金に相当するもの
（財政調整基金、県債管理基金、地域振興基金の合計）

6.2% 5.8%

　財政調整のための３基金残高 163億円 151億円
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知事ヒア：8/25（木）　（3課合同）
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○ 臨時財政対策債を含めた県債残高は8,057億円となり、前年度より増加【前年度比＋1.1％、約 85億円の増】

○ 臨時財政対策債を除いた県債残高は5,655億円となり、前年度より増加【前年度比＋5.7％、約305億円の増】
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